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本発 明は、複 数の工程室 （2 1 ) が平面 的に配置 され た処理 フ ロア （1 ) の 階上 に、搬送容器 （C ) の
搬送 を行 う物流 フ ロア （2 ) を設 ける と共 に、処理 フ ロア （1 ) と物流 フ ロア （2 ) との 間の天 井 面
( に受 け渡 し口 （2 2 ) を形成 し、物流 フ ロア （2 ) を走行す る搬送車 （5 ) に よ り受 け渡 し口
( 2 2 ) を介 して処理 フロア （1 ) と物流 フロア （2 ) との間 において搬送容器 （C ) の 受 け渡 しを行

う。そ して、物流 フ ロア （2 ) に おいて、搬送車 （5 ) の 走行す る搬送路 に沿 って、搬送容器 （C ) を
載置す るための棚 （7 1 ) を設 けた もの で ある。 これ によ り、工場の配置 レイア ウ トの 自由度 が大 きい
処理設備 を提供す る ことができるとい う効 果 を奏す る。



明 細 書

発明の名称 ：処理設備

技術分野

[0001 ] 本発明は、被処理物 に対 して処理 を行 う工程室が複数設けられた処理設備

に関する。

背景技術

[0002] 医薬品などの固形製剤 を製造する工場などの処理設備 には、図 1 5 に示す

ように、例えば作業者が処理装置を用いて処理 を行 うための工程室 1 0 2 が

複数箇所に設けられてお り、各々の工程室 1 0 2 において、被処理物である

粉体原料や この粉体原料か ら得 られた中間生成物などの処理物 に対 して、秤

量、造粒、篩過、錠剤への成形 （打錠）、検査あるいは包装などの処理が行

われる。 これ らの被処理物、中間生成物及び処理物は、 コンテナなどの搬送

容器内に収納 された状態で例えばスタッカークレーン 1 0 0 と呼ばれる搬送

機構 により各工程室 1 0 2 間において受け渡 される。そのため各工程室 1 0

2 は、スタツ力一クレーン 1 0 0 が配置された搬送室 1 0 1 の両側 に沿 つて

並べ られる。図 1 5 中、 1 0 5 は搬送 口、 1 0 4 は未内装 （未使用）のエ リ

ァ （部屋）であ り、 この未内装エ リア 1 0 4 は、工場を建設 した後の増産時

などにおいて、内装工事、搬送 口 1 0 5 の形成及び処理装置の搬入などの改

造工事が行われて工程室 1 0 2 と して使用される。 また、図 1 5 において 1

0 3 は作業者が工程室 1 0 2 に出入 りするための作業者用通路、 1 0 7 は処

理装置の部材ゃ配電盤 を設置するための機械室であ り、 これ ら作業者用通路

0 3 及び機械室 1 0 7 は搬送室 1 0 1 に干渉 しないように配置される。

[0003] しか しなが ら、 このようにスタツ力一クレーン 1 0 0 を用いる場合には、

既述のように搬送室 1 0 1 と工程室 1 0 2 との間の位置関係が決 まっている

ので、工場内の各領域の配置 レイアウ トの自由度が小さい。そのため、 この

工場では、新規設備 （処理装置）の導入や工場建設後の増産などに柔軟 に対

応できなかった り、あるいは工場の建設 コス トが高 くなつた りする配置 レイ



アウ トを取 らざるを得ない。即ち、例 えば工程室 1 0 2 内に新 しい処理装置

を機械室 1 0 7 か ら搬入する場合 には、 これ ら機械室 1 0 7 と工程室 1 0 2

との間における作業者用通路 1 0 3 の壁面 を取 り壊す ことになる。 この時、

作業者用通路 1 0 3 の内部雰囲気が汚染 されないように、工事する領域 1 0

6 を作業者用通路 1 0 3 か ら区画 しょうとすると、作業者用通路 1 0 3 が領

域 1 0 6 によ り途中で遮 られて作業者が行 き来で きな くなる。 その場合 には

、工場の一部 または工場全体の操業 を停止する必要があるので、 この工場で

は新規設備 を導入 しに くい （工程室 1 0 2 と機械室 1 0 7 とが隣接 していな

し、）配置 レイアウ トを採 っていると言える。 また、未内装エ リア 1 0 4 に搬

送 口 1 0 5 を形成する時において、搬送室 1 0 1 内の雰囲気が汚染 されない

ように当該搬送 口 1 0 5 の周囲における搬送室 1 0 1 を区画する場合 には、

スタツ力一ク レー ン 1 0 0 の移動が妨 げ られて しまう。従 って、未内装エ リ

ァ 1 0 4 に予め搬送 口 1 0 5 を形成 してお く必要があるので、 当該未内装ェ

リア 1 0 4 には、 この搬送 口 1 0 5 の位置 に対応で きる処理装置 しか導入で

きない。 そのため、増設で きる工程室 1 0 2 の種類が限 られて しまい、工場

建設後の増産 に柔軟 に対応で きない。

また、作業者用通路 1 0 3 を通行する作業者の例 えば衣服な どを介 したコ

ンタミを防止するために、工程室 1 0 2 に入室する作業者の通路 と工程室 1

0 2 か ら退室する作業者の通路 とを別 々に設 ける場合 には、 これ ら 2 つの通

路 は作業者の作業性の面か ら工程室 1 0 2 と同 じフロアに各 々設 け られるこ

とが好 ま しい。 しか し、各 々の工程室 1 0 2 が側方側か ら別の工程室 1 0 2

、搬送室 1 0 1 及び作業者用通路 （入室用通路） 1 0 3 によ り囲まれている

ので、 これ ら通路の一方 （退室用通路）は、例 えば搬送室 1 0 1 と工程室 1

0 2 との間において、 当該搬送室 1 0 1 に沿 って設 け られることになる。 そ

のため、搬送容器は、退室用通路の例 えば上方位置 を介 して、 当該上方位置

に設 け られたベル トコンベ アな どの水平搬送機構 を利用 して、搬送室 1 0 1

か ら工程室 1 0 2 内に搬入されることになる。 この場合 には、各工程室 1 0

2 には、搬送容器の搬入される高さ位置 と、作業者が処理 を行 う高さ位置 （



例 えば工程室 1 0 2 の床面の高さ レベル） との間において、搬送容器 を昇降

させる リフタな どの昇降装置が必要 になるので、 コス トアツプに繋が つて し

まう。

また、搬送室 1 0 1 が工場 を 2 分するように配置 されるので、例 えば各ェ

程室 1 0 2 内の大気の給排気を行 うためのダク 卜や、各工程室 1 0 2 内を見

学するための見学者通路 を設 ける場合 には、配置で きるスペースが限 られて

しまう。更に、処理 に要する時間が当該処理の種別 に応 じてまちまちである

場合 には、処理が済んだ処理物 （搬送容器）については、続 いて搬送 される

工程室 1 0 2 での処理が終わ っていない時に、バ ッファである例 えば棚や保

管倉庫 に一時的に保管 （載置） してお く必要がある。 また、工場 に入荷 した

原料粉末や最終製品が収納 された梱包容器 についても同様 に、処理が開始 さ

れるまでの間あるいは工場か ら出荷 されるまでの間には、保管倉庫な どに一

時的に保管 してお く必要がある。 しか し、 このような保管倉庫 に対 してスタ

ッカ一ク レー ン 1 0 0 を用いてアクセスするためには、 当該保管倉庫 を既述

の搬送室 1 0 1 に沿 って配置することになるので、工場内の各領域の配置 レ

ィァゥ 卜の自由度がよ り一層小さ くな つて しまう し、 また保管倉庫の配置場

所 についても自由度が小さい。

特許文献 1 には、粉体 を機器 4 0 に投入する粉粒体投入システムについて

記載 されているが、既述の課題 については何 ら検討 されていない。 また、特

許文献 2 には、 スタツカーク レー ン 1 や フォーク リフ 卜について記載 されて

いるが、 フォ一ク リフ 卜の移動路 （搬送軌道 1 2 の上方領域）が 2 階の床面

を貫通するように 1 階及び 2 階 に亘 つて形成 されると共 に複数のャ一 ド3 ~

9 を環状 に囲むように形成 されているので、既述の課題 を解決で きるもので

はない。 また、 このようなフォーク リフ トを用いて物 （搬送容器）の動線 と

人 （作業者）の動線 とを分離 しょうとすると、既述のスタツ力一ク レー ン 1

0 0 を用いた工場 と同様の レイアウ トとな って しまう。更に、特許文献 3 に

は基板処理装置 について記載 されているが、既述の課題 は検討 されていない



先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開 2 0 0 7 _ 3 0 9 1 4

特許文献2 ：特開平 4 —2 5 5 7 2 ( 7 4 3 頁下段左欄 1 4 行目〜同 1 8 行目

、同頁下段右欄 1 5 行目〜同 1 6 行目）

特許文献3 ：特開平 9 _ 2 7 5 7

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] 本発明はこのような事情の下になされたものであり、その目的は、被処理

物に対 して処理を行って処理物を得る複数の工程室と、被処理物または処理

物からなる被搬送物を搬送 してこれら工程室に対 して被搬送物の受け渡 しを

行う搬送領域とが設けられた処理設備において、工場の配置 レイァゥ 卜の自

由度が大きい処理設備を提供することにある。

課題を解決するための手段

[0008] 本発明の処理設備は、

被処理物に対 して処理を行って処理物を得る工程室が複数設けられ、被処

理物または処理物を含む被搬送物を工程室に搬送する処理設備において、

複数の工程室が平面的に配置された第 1 の階と、

この第 1 の階の階上に設けられ、前記被搬送物を搬送するための第 2 の階

と、

複数の工程室のうち少なくとも一つの工程室の天井部に形成され、前記第

1 の階と前記第 2 の階との間において前記被搬送物の受け渡 しを行うための

受け渡 し口と、

これら受け渡 し口を介 して前記工程室に対 して被搬送物の受け渡 しをする

ために前記第 2 の階に設けられ、水平に移動する移動体と、この移動体に設

けられ、被搬送物を保持 して昇降する受け渡 し機構と、を有する搬送機構と

、を備えたことを特徴とする。



前記移動体は、例えば走行車本体であり、前記搬送機構は搬送車である。

[0009] 前記被搬送物は、例えば被処理物または処理物を搬送容器に収納 したもの

である。

[001 0] また本発明は、前記搬送機構の動作を制御する制御部と、

前記第 2 の階に、被搬送物を保管するために設けられ、前記搬送機構によ

り被搬送物の受け渡 しが行われる保管領域と、を備え、

前記保管領域は、前記制御部により位置が管理されている構成とすること

ができる。この場合、前記保管領域は、前記第 2 の階において、例えば前記

搬送機構が走行する走行路に沿つて配置される。

発明の効果

[001 1] 本発明は、複数の工程室が配置された第 1 の階の階上に、被処理物または

処理物を含む被搬送物の搬送を行う第 2 の階を設けると共に、第 1 の階と第

の階との間の天井部に受け渡 し口を形成 し、第 2 の階を走行する搬送機構

によりこの受け渡 し口を介 して第 2 の階と工程室との間で被搬送物の受け渡

しを行っている。そのため、工程室が配置された第 1 の階と被搬送物の搬送

を行う第 2 の階とを上下に区画できるので、工場の配置 レイァゥ 卜の自由度

を大きく取ることができる。

図面の簡単な説明

[001 2] [ 図1] 本発明の生産工場の一例を示す斜視図である。

[ 図2] 本発明の生産工場の要部を概略的に示す縦側断面図である。

[ 図3]前記工場を示す平面図である。

[ 図4 ] 本発明における搬送車の一例を示す側面図である。

[ 図5]前記搬送車を示す正面図である。

[ 図6]前記搬送車を示す正面図である。

[ 図7]前記工場において被処理物が収納される搬送容器の一例を示す斜視図で

ある。

[ 図8]前記工場における物流フロアの一例を示す平面図である。

[ 図9] 前記工場の一例を示す縦側断面図である。



[ 図10]前記工場における工程室の一例を示す縦側断面図である。

[ 図11] 前記工場における各フロア間での搬送容器の受け渡 しを示す説明図で

ある。

[ 図12 ] 前記工場における各領域の配置 レイアウ トの他の例を示す平面図であ

る。

[ 図13 ] 前記工場における各領域の配置 レイァゥ 卜の他の例を示す縦側断面図

である。

[ 図14 ] 前記工場における搬送容器の搬送機構についての他の例を示す縦側断

面図である。

[ 図15 ] 従来の工場の一例を示す平面図である。

発明を実施するための形態

[001 3] 本発明の処理設備の一例として、被処理物である原料粉末から製品 （処理

物）である医薬品の固形製剤を製造する医薬品製造工場を例に挙げて、図面

を参照 して説明する。図 1 及び図 2 はこの工場の一部を示 している。工場は

、工程室 2 が平面的に複数配置された第 1 の階をなす処理フロア 1 と、こ

の処理フロア 1 の階上に設けられ、搬送容器 C を搬送 して工程室 2 に対 し

て受け渡すための第 2 の階である物流フロア 2 と、を備えている。搬送容器

C は、被処理物または処理物が内部に収納された被搬送物に相当する。

[0014] 処理フロア 1 には、例えば図 2 において紙面に直交する方向に複数の工程

室 2 が一列に配置されている。また各工程室 2 の両側には作業者用の通

路 6 2 、 6 2 が夫々工程室 2 の並びに沿って設けられている。

[001 5] 処理フロア 1 及び物流フロア 2 にどのような設備、部屋を設置 し、それら

のレイァゥ 卜をどのように設定するかについては限定されるものではないが

、処理フロア 1 には複数の工程室が平面的に配列されていること、物流フロ

ァ 2 には、搬送室が設けられていることが必要である。図 1 及び図 2 では、

紙面の制約のため、工場の一部だけを記載 してあるが、図 1、図 2 に記載さ

れている単位部分が実際には例えばY 方向に複数配列され、かつ配列された

単位部分の群がX 方向に 2 列配置されて構成される。更にこのような平面的



な設備層 が複数積層 されている。

[001 6] 図 3 に、工程室 な どの平面 的 レイアウ トの一例 について示 してお く。 この

例 では、複数個例 えば 6 個 の工程室 2 1 が前後方 向 （図 1 中 Y 方 向） に一列

に配置 されてお り、 この工程室 2 1 の列が左右方 向 （図 1 中 X 方 向） に平行

に互 いに離 間す るよ うに複数 列例 えば 2 列配置 されている。各 々の工程室 2

1 内 には、既述 の処理 を行 うための処理装置 2 7 が設 け られている。工程室

2 1 の天井部 1 1 (物 流 フロア 2 の床面部 ） には、搬送容器 C の受 け渡 しを

行 うための受 け渡 し口 2 2 が形成 されている。 6 1 は機械室 であ り、機械室

については後述 す る。 6 2 は作業者 用通路 であ り、 6 3 は見学者 用通路 であ

る。 図 3 の配置 レイァゥ 卜は図 1 及び図 2 の構成 に対応 す るものではない。

[001 7] 説 明の理解 を容易 にす るため に実施形態 に係 る医薬製造工場 の概 要 につい

て簡単 に述べれ ば、次 の よ うにまとめ られ る。

( 1 ) — の工程室 に原料 が搬 入 され、 当該工程室 にて原料 に対 して処理 がな

され、 中間品が得 られ る。

( 2 ) 中間品は他 の工程室 に搬 入 され、 当該他 の工程室 で更な る処理 がな さ

れ、 中間品が得 られ る。

( 3 ) 中間品 に対 して更 に他 の工程室 に搬 入 され、最終製 品が得 られ る。 な

お通常 は中間品 に対 して複数 の工程室 を順次経 る ことによ り複数 の処理 がな

されて最終製 品 とされ る。 なお ここでい う 「処理 」 とは加工 の他、検査、粒

状体 の包装 な ども含 む意味 と して使 用す る。

( 4 ) 工程 室 に対 す る原料、 中間品あ るいは最終製 品の搬 入 出は、工程室 の

天井部 に形成 された受 け渡 し口を介 して、物流 フロア 2 の搬送室 内の後述 の

搬送機構 によ り行われ、原料等 は搬送容器 に収納 した状態 で搬送、保管 が さ

れ る。

[001 8] 以 下 に工場 内について詳述 す る。

工程室 2 は、原料粉末や この原料粉末 か ら得 られ る中間生成物 な どの処

理物 に対 して、例 えば保管、秤量、後述 の搬送容器 C へ の原料粉末 の充填、

造粒、篩過、錠剤へ の成形 （打錠 ）、 コーテ ィング、検査 及び包装 な どの処



理 を行 うことがで きるように構成 されている。処理 フロア 1 と物流 フロア 2

との間の天井部 1 1 には、搬送容器 C の受 け渡 しを行 うための受 け渡 し口 2

2 が複数箇所 に形成 されている。物流 フロア 2 には、搬送容器 C を一時的に

保管 （載置） してお くための保管領域 である棚 7 1 が配置 されている。 なお

前記 「検査」及び 「包装」 もこの明細書 では 「処理」 とい う用語 に含 まれ る

もの とする。

[001 9] 続 いて、工場の各部 の詳細 について説明する。水平方向の寸法が例 えば 5

0 m X 4 O m程度 の大 きさである物流 フロア 2 には、 図 4 に示すように、搬

送容器 C を搬送 して工程室 2 との間において受 け渡 しを行 うため に、例 え

ば A G F ( A u t o G u i d e d F o r k I i f t ) な どである搬送機

構 をなす搬送車 5 が複数台配置 されてお り、各 々の搬送車 5 は、水平方向に

走行 （移動）する走行車本体 5 a と、搬送容器 C を昇降 自在 に保持する受 け

渡 し機構 と、 を備 えている。

[0020] 受 け渡 し機構 について図 4 か ら図 6 を参照 しなが ら説明する。受 け渡 し機

構 は例 えば走行車本体 5 a の後部 に設 け られ る。 5 はアウター フ レームで

あ り、 このアウター フ レーム 5 1 は走行車本体 5 a の底部 か ら後方 に伸びだ

している水平支持枠 5 0 に垂直に設 け られている。 アウター フ レーム 5 は

走行車本体 5 a の幅方向に互 いに平行 に離 間 した 2 本の支柱 5 1 とこれ ら

支柱 5 1 の上端 同士 を連結 する横枠 5 2 とを備 えている。 また前記水平

支持枠 5 0 には、走行車本体 5 a の幅方向に互 いに平行 に離 間 して垂直方向

に伸び る 2 本の第 1 の油圧 シ リンダ 5 2 が支持 されてお り、 これ ら油圧 シ リ

ンダ 5 2 の上端 は、 アウター フ レーム 5 1 の上端 か ら、走行車本体 5 a の前

方側 に伸び出す部分 に固定 されている。

[0021 ] 5 3 は ミ ドル フ レ一厶であ り、互 いに走行車本体 5 a の幅方向に平行 に延

び る 2 本の支柱 の上端 を横枠 で連結 し、 2 本の支柱 の下端部 を左右方向外側

に屈曲させた形状 に成形 されている。 この ミ ドル フ レーム 5 3 は、下端部 が

油圧 シ リンダ 5 2 に連結 されてお り、油圧 シ リンダ 5 2 によ り昇降で きるよ

うにな つている。 そ して ミ ドル フ レーム 5 3 の左右上端部 には、滑車 5 4 1



が設けられている。 5 4 2 はワイヤ、 5 5 はインナ一フレームであり、ワイ

ャ 5 4 2 の一端はアウターフレーム 5 の下端部に固定され、ワイヤ 5 4 2

の他端側は滑車 5 4 に巻き掛けされてィンナ一フレーム 5 5 の上端に固定

されている。インナ一フレーム 5 5 は、長方形の輪郭に沿った形状に作られ

ている。従って油圧シリンダ 5 2 を伸長させてミ ドルフレーム 5 3 を下降さ

せると、インナ一フレーム 5 5 も連動 して下降する。

[0022] ィンナ一フレーム 5 5 の下端側の横枠には第 2 の油圧シリンダ 5 5 が上

方側に伸長、縮退するように設けられており、この油圧シリンダ 5 5 1 の上

端には滑車 5 5 2 が取り付けられている。 5 6 は、インナ一フレーム 5 5 の

支柱部分に沿ってガイ ドされながら昇降する昇降部である。図 5 において、

第 2 の油圧シリンダ 5 5 1 の裏側には、ワイヤ 5 5 3 の一端側がィンナ一フ

レーム 5 5 の下端側の横枠に固定され、このワイヤ 5 5 3 の他端側は滑車 5

5 2 に巻き掛けされて昇降部 5 6 に固定されている。従って第 2 の油圧シリ

ンダ 5 5 を昇降させることにより昇降部 5 6 が昇降することになる。昇降

部 5 6 は走行車本体 5 a の幅方向に伸びるガイ ド部 5 6 1 と、このガイ ド部

5 6 にガイ ドされる2 本の保持部材であるフォーク5 6 2 と、フォーク5

6 2 をガイ ド部 5 6 にガイ ドされながら走行車本体 5 a の幅方向に進退さ

せる図示 しない駆動部と、を備えている。フォーク5 6 2 は、図 5 において

、紙面の表裏方向に2 本設けられている。従ってフォーク5 6 2 の進退によ

り図 7 に示すように、例えば箱型の容器である搬送容器C は高さ方向におけ

る概略中央位置において左右両側から支持される。

[0023] 搬送車 5 の下面には、マグネット、磁気棒などのマ一力一が設けられ、搬

送車 5 は下面に設けられた図示 しないセンサ一などによりマ一力一からの磁

場を検出する。また後述の制御部 1 0 は、この磁場の検出により搬送車 5 を

停止させる。一方、制御部 1 0 は搬送車 5 の走行用モータに連結されたェン

コーダのパルスをカウン 卜していることから、マ一力一の位置も認識でき、

搬送車 5 がどの場所を走行 し、どの位置で停止 しているかを知ることができ

ると共に、目的とする位置に停止させることができる。搬送車 5 の走行につ



いては、後述の搬送路 6 に沿 って配置 された磁石 ラインの磁場 を、搬送車 5

の左右 に設 けたセ ンサ一で検 出 し、両者の磁場が同 じになるようにハ ン ドル

を操作することで、搬送路 6 に沿 って搬送車 5 が走行する。

また搬送車 5 は、処理 フロア 1 に対 して搬送容器 C の受け渡 しを行 うとき

に受け渡 し口 2 2 を跨 ぐ構成 を採用する場合、受け渡 し口 2 2 の両側 に磁石

ラインを配置 し、搬送車 5 が受け渡 し口 2 2 を跨 ぐときには、 この磁石 ライ

ンをセ ンサ一で検 出 して受け渡 し口 2 2 上 を移動するように構成すればよい

。なお、搬送車 5 を搬送容器の受け渡 し位置 に停止させるにあた って、 その

停止位置は、受け渡 し口 2 2 を跨がない位置あるいは多少跨 ぐ位置 に設定 し

てもよい。 この停止位置は搬送車の車輪 と受け渡 し機構 との位置関係で決定

すればよい。

物流 フロア 2 の床面部 1 1 (工程室 2 1 の天井部）には、搬送容器 C の受

け渡 しを行 うための四角形の受け渡 し口 2 2 が形成 され、図 2 に示すように

この受け渡 し口の上方領域 を囲むように区画壁が 2 が設 け られている。

即ち、受け渡 し口 2 2 の 4 辺の各 々か ら物流 フロアまで垂直に壁が配置 され

た構造 とな っている。 この区画壁 2 2 における互いに対応する両面側 には

、扉 2 2 2 によ り開閉される開口部 2 2 3 (搬送車 5 が搬入するための開口

部 と搬 出するための開口部）が形成 されている。 この例では扉 2 2 2 は搬送

車 5 の走行方向に形成 されていることか ら図 2 では見えないが、理解 を容易

にするために便宜上図 2 中に記載 してある。 これ ら扉 2 2 2 は、受け渡 し口

2 2 の上方領域 と物流 フロア 2 の搬送領域の雰囲気 との間において、気流が

行 き来 しに くいようにこれ ら領域 を区画するためのものである。従 って、扉

2 2 2 は、 当該扉 2 2 2 と開口部 2 2 3 との間に形成 された隙間を介 して、

これ ら両側の領域の間に形成 された圧力差 に応 じて、 これ ら領域の一方側か

ら他方側 に雰囲気が少 しずつ通流するように構成 されている。なお、受け渡

し口 2 2 の上方領域 と物流 フロア 2 の搬送領域の雰囲気 との間を気密 に区画

するように扉 2 2 2 の開閉構造 を構築 してもよい。後述の処理 フロア 1側の

区画壁 2 2 a についても同様である。



[0025] 更に受け渡 し口2 2 を開閉するために水平方向 （図 2 では紙面の表裏方向

) にスライ ド可能なシャツタ2 0 が設けられている。このシャツタ2 0 は、

搬送車 5 により処理フロア 1 との間で搬送容器C の搬送を行うとき以外には

閉 じられている。なおシャツタ2 0 を設けなくともよい。

[0026] 物流フロア2 の床面 1 1 には、図 8 に示すように、搬送車 5 が走行するた

めの例えば磁気テープなどの搬送路 6 が付設されており、この搬送路 6 に沿

うように、保管領域をなす棚 7 1 が当該搬送路 6 に沿って配置されている。

図 8 では、受け渡 し口2 2 を囲む区画壁 2 2 1 は省略 してある。搬送路 6 と

してェン ドレスの主搬送路を示 しているが、この主搬送路から分岐する分岐

路を設け、この分岐路に搬送車 5 が退避できるようにしてもよい。このよう

に分岐路を設けることにより、複数台の搬送車 5 を効率よく運転することが

できる。

[0027] 棚 7 1 は、例えば既述の処理に要する時間が処理の種別に応 じてまちまち

である場合において、処理の済んだ処理物や中間処理物について、続いて搬

送される工程室 2 での処理が終わっていない時あるいは当該工程室 2 に

おいてメンテナンスが行われている時に、工程室 2 1 が空 く （処理またはメ

ンテナンスが終了する）までの間、これら処理物や中間生成物が収納された

搬送容器C を一時的に保管 しておくためのバッファ領域である。

[0028] 従って、搬送容器C は、後述するように、続いて搬送される工程室 2 に

おける受け渡 し口2 2 の近傍に位置する棚 7 1 に保管される。また、この棚

7 は、工場に入荷 した原料粉末に対 して処理が開始されるまでの間におい

て、あるいは最終製品が工場から出荷されるまでの間において、これらの原

料粉末や最終製品が収納された搬送容器C (または梱包容器）を同様に一時

的に保管 しておくために用いられる領域である。更に、処理後の処理物や中

間生成物について、続 く処理を開始するまでにある程度の養生時間または反

応時間を取る必要のある場合に、棚 7 1 が用いられる場合もある。従って、

梱包容器や搬送容器C が棚 7 に保管されている時間 （期間）は様々であり

、一時的に棚 7 に載置される場合であっても、以下の説明では 「保管」と



いう用語を用いている。

[0029] この棚 7 1 は、既述の搬送車 5 ( フォーク 5 6 2 ) によ り搬送容器 C を受

け渡 しできるように、 また搬送車 5 の走行及び例えば工程室 2 に対する搬

送容器 C の受け渡 し動作に干渉 しないように、 フォーク 5 6 2 のス トローク

長 （伸張長さ）よりも短い距離だけ搬送路 6 か ら離間するように配置されて

いる。棚 7 は、仕切 り板 によって上下に仕切 られて、複数段例えば 2 段 に

搬送容器 C が積層される構成 とすることができる。

[0030] 保管領域は、棚であることに限 られず、床面 1 1 であってもよいが、搬送

車 5 を制御する制御部 1 0 により位置が管理 されている領域である。搬送車

5 は、既述のように搬送路 6 に沿 って移動するが、制御部 1 0 は、搬送車 5

の搬送用モータに接続 されたェンコーダのパルス数 により、搬送車 5 の位置

を管理 している。従 って制御部 1 0 のメモ リに、各保管領域 と位置 とを対応

付けたデ一タを記憶 してお くことにより、保管領域の位置が管理 されている

。保管領域の位置 とは、搬送車 5 の停止位置 と、停止 した搬送車 5 に対する

水平方向の位置 と、床面か らの高さ位置 と、 を含む。

[0031 ] 保管領域 を設ける利点の一つについて述べる。物流 フロア 2 は、実際には

複数の工程室の階上に位置することか ら、かな り広い領域である場合が多い

。 このため処理 フロア 1 に形成 された受け渡 し口 2 2 について、物流 フロア

2 の床面の投影領域の近傍 に保管領域 を設けることが好ま しい。 「近傍」 と

は、例えば受け渡 し口 2 2 を介 して工程室 2 に搬送容器 C を受け渡すとき

の搬送車 5 の位置か ら、例えば 1 O m以内、好ま しくは 1 m以内の位置を意

味する。 この場合、保管領域 にて保管 される搬送容器 C は、当該受け渡 し口

2 2 を介 して工程室 2 に搬入される搬送容器 C である。 このように構成す

れば、搬送車 5 によりこの搬送容器 C を保管領域か ら受け取 って直 ぐに受け

渡 し口 2 2 を介 して処理 フロア 1 に受け渡すことができる。仮に処理 フロア

に保管領域 を設けると、搬送車 5 を介 して搬送容器 C を目的とする工程室

に搬送するまでの時間が長 くなる。 この利点は搬送車 5 の移動速度が遅

い場合に特 に顕著 になる。



[0032] 図 9 には、処理フロア 1 と物流フロア2 とからなる階層構造体 3 が複数階

層例えば 2 層積層された構成例を示 している。上下の階層の物流フロア2 、

2 同士の間で搬送容器C を搬送するために、バーチカル リフタ一やエレべ一

タなどの昇降装置、この例ではスタツ力一クレーン 1 2 が工場に外部側から

隣接 して設けられている。このスタツ力一クレーン 1 2 は、工場の端部例え

ば後述の打錠室 2 5 に隣接する位置において、複数階層の物流フロア2 に亘

つて設けられた昇降室 1 3 内に配置されている。この昇降室 1 3 と物流フロ

ァ2 との間の壁面には、図 9 に示すように、これら昇降室 1 3 と物流フロア

2 との間において搬送容器C の受け渡 しを行うための搬入出口 1 4 、 4 が

各々形成されている。物流フロア2 においてこの搬入出口 1 4 に臨む位置に

は、スタツ力一クレーン 1 2 と搬送車 5 との間において搬送容器C を受け渡

すための受け渡 し部材 1 5 が設けられている。

[0033] 続いて、処理フロア 1 について詳述する。各々の工程室 2 1 内には、図 3

及び図 9 に示すように既述の処理を行うための処理装置 2 7 が設けられてい

る。工程室 2 の天井部 1 1 には、搬送容器C の受け渡 しを行うための四角

形の受け渡 し口2 2 が形成され、この受け渡 し口の下方領域を囲むように区

画壁 2 2 a が設けられている。即ち、受け渡 し口2 2 の4 辺の各々から処理

フロア 1 の床面まで垂直に壁が配置された構造となっている。この区画壁 2

2 a における一面側には、扉 2 2 b により開閉される開口部 2 2 c が形成さ

れている。

[0034] この扉 2 2 b は、受け渡 し口2 2 の下方領域と工程室 2 1 内の雰囲気との

間において、気流が行き来 しにくいようにこれら領域を区画するためのもの

である。従って、扉 2 2 b は、当該扉 2 2 b と開口部 2 2 c との間に形成さ

れた隙間を介 して、これら両側の領域の間に形成された圧力差に応 じて、こ

れら領域の一方側から他方側に雰囲気が少 しずつ通流するように構成されて

いる。なお、受け渡 し口2 2 の下方領域と工程室 2 1 内の雰囲気との間を気

密に区画するように扉 2 2 b の開閉構造を構築 してもよい。後述の扉 4 8 a

及び搬入出口2 4 についても同様である。



搬送車 5 により搬送容器C の受け渡 しを行う時には、後述の制御部 1 0 か

らの指示により、あるいは作業者により前記扉 2 2 2 及び 2 2 b が各々開閉

される。

[0035] この例では、区画壁 2 2 1 及び互いに対向する2 つの扉 2 2 2 により囲ま

れた、物流フロア2 における受け渡 し口2 2 の上方領域と、区画壁 2 2 a 及

び扉 2 2 b により囲まれた、処理フロア 1 における受け渡 し口2 2 の下方領

域とは、予備清浄室であるエア一ロック室をな している。このエア一ロック

室が存在 しなければ、シャッター 2 0 を開くことにより、受け渡 し口2 2 を

介 して物流フロア2 の雰囲気と工程室 2 の雰囲気とが連通 して しまうが、

エア一ロック室の存在により、物流フロア2 の雰囲気から工程室に粉塵など

の汚染物質が流入することが避けられる。エア一ロック室には、図示 してい

ないが、清浄気体であるクリーンエア一を供給する供給機構が備えられてい

てもよい。なお、図 9 ではエア一ロック室は図示の煩雑化をさけるために省

略 してある。

また処理フロア 1側に区画壁 2 2 a を設けずに、物流フロア2 側の区画雰

囲気 （区画壁 2 2 1、扉 2 2 2 で囲まれた雰囲気）だけでエア一ロック室を

構成 してもよい。本発明は、エア一ロック室を設けることに限定されないが

、エア一ロック室を設けない場合であっても、処理フロア 1側における受け

渡 し口2 2 の下方側領域を区画壁 2 2 a 及び扉 2 2 b により区画する構成ま

たは物流フロア2 側にて、受け渡 し口2 2 の上方側領域を区画壁 2 2 1 及び

扉 2 2 2 により区画する構成を採用することが好ましい。

[0036] ここで、既述の受け渡 し口2 2 は、図 3 に示すように、各々の工程室 2 1

毎に個別に設けられている場合もあるし、一つの受け渡 し口2 2 が互いに隣

接する複数例えば 2 つの工程室 2 1、 2 1 において共用されている場合もあ

る。例えば受け渡 し口2 2 の形成された工程室 2 1 を第 1 の工程室 2 a 、

この第 1 の工程室 2 a に隣接すると共に受け渡 し口2 2 の形成されていな

い工程室 2 を第 2 の工程室 2 b と呼ぶと、第 1 の工程室 2 a の受け渡

し口2 2 は、第 2 の工程室 2 1 b に近接配置されている。そして、第 1 のェ



程室 2 a と第 2 の工程室 2 b との間の壁面には、搬送容器C の受け渡 し

を行うための搬入出口2 4 が形成されている。

[0037] また、この搬入出口2 4 は例えば ドアなどの開閉機構 2 4 a により開閉さ

れるように構成されており、搬送容器C は、第 2 の工程室 2 1 b に対 して、

受け渡 し口2 2 、第 1 の工程室 2 a 及び搬入出口2 4 を介 して搬送車 5 に

より搬送される。従って、既述の処理装置 2 7 は、第 1 の工程室 2 1 a では

受け渡 し口2 2 に近接 して配置されており、第 2 の工程室 2 1 b では搬入出

口2 4 に近接する位置に設けられている。

[0038] 以上、工場全体のイメージ、物流フロア2 と工程室 2 との間で搬送容器

C を搬送する搬送機構 5 の構成、物流フロア2 及び処理フロア 1 における受

け渡 し口2 2 に対応 した領域の構成について記述 してきたが、ここで工程室

のより具体的な構成例を示 しておく。

[0039] 図 1 0 は、工程室の一つとして打錠処理を行う工程室を示 している。工程

室 2 である打錠室 2 5 は、間仕切 り2 6 によって投入区域 2 5 a と処理区

域 2 5 b との上下 2 層に区画されている。この打錠室 2 5 には、物流フロア

2 と処理フロア 1 との間の床面 1 1 (処理区域 2 5 b の床面）及び間仕切 り

6 を上下に亘つて貫通するように、既述の受け渡 し口2 2 が各々形成され

ている。即ち、投入区域 2 5 a 及び処理区域 2 5 b には、夫々専用の受け渡

し口2 2 、 2 2 が形成されており、この例ではこれら2 つの受け渡 し口2 2

、 2 2 は平面で見た時の位置が重なっていると言える。投入区域 2 5 a 及び

処理区域 2 5 b において受け渡 し口2 2 、 2 2 の外縁から投入区域 2 5 a 側

及び処理区域 2 5 b 側に夫々離れた位置には、既述の区画壁 2 2 a が各々設

けられており、この区画壁 2 2 a の搬送口2 2 。は、扉 2 2 b により各々開

閉される。

[0040] 処理区域 2 5 b には、被処理物に対 して打錠処理を行うための処理装置 （

打錠機） 2 7 が設けられており、この処理装置 2 7 の上方位置における間仕

切 り2 6 には、開口部 2 6 a が形成されている。投入区域 2 5 a には、当該

投入区域 2 5 a から開口部 2 6 a を介 して下方の処理装置 2 7 に被処理物を



投入するための管状の投入路 2 7 a の一端側が開口 している。 この投入区域

2 5 a には、処理装置 2 7 の上方位置 と扉 2 2 b に近接する位置 との間で搬

送容器 C の受け渡 しを行 うための受け渡 し部 2 8 が設 け られている。

[0041 ] 受 け渡 し部 2 8 は、投入区域 2 5 a への搬送容器 C の搬送方向に沿 って互

いに離間するように配置 された例 えば 2 組のコンベ アな どであ り （も しくは

ローラ一コンベ アな どの水平搬送機構であ ってもよい）、搬送車 5 との間に

おいて搬送容器 C の受け渡 しを行 う受け渡 し位置 と、処理装置 2 7 の上方位

置 と、の間において搬送容器 C を水平 に搬送するように構成 されている。 ま

た、処理 区域 2 5 b において、処理装置 2 7 の側方位置 には、処理装置 2 7

において打錠処理が行われた処理物 を収納するための搬送容器 C が載置 され

ている。図 1 0 中 2 7 b は、処理装置 2 7 において打錠処理が終 了 した処理

物 を取 り出 して、処理 区域 2 5 b に載置 された搬送容器 C に収納するための

搬送部材である。なお図 3 においては、 この打錠室 2 5 を簡略化 して示 して

いる。

[0042] また、工程室 2 と しては、例 えば図 3 に未使用エ リア 3 と して示すよ

うに、 内壁面や床面 に内装が施 されていない領域 （部屋）が設 け られている

場合がある。 この未使用エ リア 3 1 は、工場 を建設 した後 に、例 えば医薬品

を増産するために工程室 2 を増設する場合な どに、 当該工程室 2 と して

使用される領域であ り、 そのため工場 を建設 した時点では使用されていない

領域である。 この未使用エ リア 3 1 においては、受け渡 し口 2 2 が形成 され

てお らず、隣接する工程室 2 1 の受け渡 し口 2 2 を共用することになる。 ま

た、処理装置 2 7 の種類 によ り搬送容器 C の設置 される高さ位置が異なる場

合があるので、 この未使用エ リア 3 には搬入出口 2 4 が形成 されてお らず

、工程室 2 を増設する時に、 当該工程室 2 (未使用エ リア 3 ) 内に設

け られる処理装置 2 7 の種類な どに応 じて、搬入出口 2 4 が工事 によ り形成

されることになる。 また、工程室 2 1 を増設する時には、 この搬入出口 2 4

の工事 と共 に、 内装工事や処理装置 2 7 を搬入する工事な どが行われること

になる。 尚、予め ドアな どによ り開閉される搬入出口 2 4 を形成 しておいて



も良い。

[0043] 工程室 2 1 の列の左側の側面及び右側の側面の一方側及び他方側には、図

3 及び図 9 に示すように各々機械室 6 及びこの工程室 2 内において作業

を行う作業者が当該工程室 2 内に出入りするための作業者用通路 6 2 が当

該工程室 2 1 の列に沿うように設けられている。この例においては、工場の

外壁に沿うように処理フ口ァ 1 の両側に機械室 6 1、 6 1 が配置され、 2 つ

の工程室 2 1、 2 1 の列に挟まれるように （内側に）作業者用通路 6 2 、 6

2 が設けられている。この機械室 6 1 において工場の外部に面する壁面 （外

壁）には、既述の処理装置 2 7 の搬入出を行うための図示 しない ドアが形成

されている。作業者用通路 6 2 の天井面は、工程室 2 の天井面よりも所定

の高さだけ低 くても良い。

[0044] この機械室 6 は、例えば、工程室 2 内の処理装置 2 7 に関連する部材

例えば集塵機や空調機あるいは配電盤などの機械設備 6 a を設置するため

の領域であり、工程室 2 1 や物流フロア2 、あるいは作業者用通路 6 2 など

よりも清浄度が低いレベルに設定されている。これらの工程室 2 と機械室

6 との間の壁面には、処理装置 2 7 と機械設備 6 a とを接続する配線や

配管を引き回すための図示 しない開口部が形成されている。また、この機械

室 6 1 は、後述するように、工場の外部と工程室 2 との間において処理装

置 2 7 を例えば入れ替える場合に、工場の外壁 （機械室 6 1 の側面）に形成

された図示 しない ドアから当該機械室 6 を介 して処理装置 2 7 を搬送する

ための領域である。このように処理装置 2 7 を入れ替える （交換する）例と

しては、例えば工程室 2 内の古い処理装置 2 7 を新 しい処理装置 2 7 に切

り替える場合、あるいは当該工程室 2 内における処理の種類が変更になる

場合などがある。

[0045] この時、処理装置 2 7 の入れ替えを行わない場合もあるし、また処理装置

2 7 の大きさも処理の種類に応 じて様々である。そのため、機械室 6 とェ

程室 2 との間において処理装置 2 7 を搬入出する場合には、例えば工事を

行うことにより、機械室 6 と工程室 2 との間の壁面にその都度開口部が



形成されることになる。尚、この壁面に予め開口部を形成 しておき、処理装

置 2 7 の搬送を行わない時には扉等で塞 ぐようにしても良い。また、この機

械室 6 は、工程室 2 に面する壁面以外の 3 つの側面のうちのいずれかの

側面が工場の外壁に接するように配置されていれば良い。尚、図 3 において

は、既述の機械設備 6 a を模式的に 1 つだけ描画 している。

[0046] そ して図 3 及び図 9 の例では、作業者用通路 6 2 の側面における工程室 2

1 とは反対側の面には、例えば作業者用通路 6 2 の側壁及び工程室 2 の側

壁に形成された図示 しない窓を介 して見学者が工程室 2 内を見学するため

の見学者用通路 6 3 が作業者用通路 6 2 (工程室 2 1 ) に沿って配置されて

いる。この見学者用通路 6 3 の天井面は、作業者用通路 6 2 の天井面と同 じ

程度の高さレベルに設定されている。この例では、見学者用通路 6 3 を介 し

て左右両側の作業者用通路 6 2 、工程室 2 及び機械室 6 が左右対称とな

るように配置されている。図 3 中 2 9 は、作業者用通路 6 2 から工程室 2 1

内に作業者が出入りするための ドアである。また、これらの作業者用通路 6

2 、物流フロア2 及び工程室 2 1 内は、コンタミの発生を抑えるために清浄

な雰囲気に保たれている。

[0047] 作業者用通路 6 2 及び見学者用通路 6 3 の上方には、工程室 2 の側面の

上部側に隣接するように、例えば天井面が工程室 2 の天井面と同程度の高

さレベルとなるように配置された通気路 （ダク ト） 3 5 が設けられており、

この通気路 3 5 は、前後方向に並ぶ工程室 2 に沿って長 く形成されている

。この通気路 3 5 は、工程室 2 1 の雰囲気を工場の外部に排気 したり、ある

いは工場の外部などから清浄な大気を吸引 したりするための領域であり、各

工程室 2 から例えば工場の外部に伸びる図示 しない給気路ゃ排気路が引き

回されている。

[0048] この工場は、図 8 に示すように、スタツ力一クレーン 1 2 及び搬送車 5 の

搬送動作や扉 2 2 b の開閉動作を制御する制御部 1 0 を備えている。この制

御部 1 0 は、C P U、メモリ及びプログラム格納部を備えており、被処理物

に対 して処理を行って処理物が得 られるように、工場の各部 （搬送車 5 ゃス



タツ力一クレーン 1 2 ) に対 して搬送容器 C の搬送動作を行 うための制御信

号を出力するように構成 されている。

[0049] 次 に、 この工場の作用について説明する。先ず、原料粉末が収納 された図

示 しない梱包容器である被搬送物 を棚 7 1 (図 2 、図 8 及び図 9 ) か ら搬送

車 5 により受け取る。 この梱包容器は、搬送車 5 によって工程室 2 1 の一つ

に搬入され、開梱 されて内部の原料粉末が搬送容器 C に移 される。続いて、

例えば 5 O O k g 程度の重量 となるように原料粉末が収納 された搬送容器 C

は、図 1 1 ( a ) に示すように、搬送車 5 によってこの搬送容器 C 内の被処

理物 に対 して処理が行われる工程室 2 に向かって搬送される。

[0050] 即ち、搬送車 5 が既述の搬送路 6 における軌道を検出 しなが ら搬送路 6 に

沿 って移動する。次いで、搬送車 5 は工程室 2 1 の受け渡 し口 2 2 に臨む位

置において停止 して、所定の受け渡 し動作を行 う。搬送車 5 の停止制御は、

既述のように走行モータに連結 されたェンコーダパルス数 により制御部側で

行 うことができ、更に搬送路 6 に沿 って位置確認のためのマ一力、例えばバ

— コ一 ドゃ I C チ ップなどを設けるように してもよい。

[0051 ] 具体的には、図 2 に示す物流 フロア 2 のエア一ロック室の扉 2 2 2 (既述

のように図 2 の扉 2 2 2 は実際には紙面の裏側 に位置 している）が開き、搬

送車 5 がこのエア一ロック室内に入る。次いで扉 2 2 2 を閉 じた後、シャツ

タ一 2 0 が開き、既述のように受け渡 し機構 をなすフォーク 5 6 2 が受け渡

し口 2 2 を介 して処理 フロア 1 側 に降下する。続いて処理 フロア 1 側の扉 2

2 b を開き、 フォーク 5 6 2 を前進させ、搬送容器 C を工程室 2 1 内に受け

渡す （図 1 1 ( b ) ) 。

[0052] しかる後、 フォーク 5 6 2 が物流 フロア 2 側 に上昇すると共に物流 フロア

2 側の扉 2 2 2 が閉 じ、 またシャッター 2 0 も閉 じられる。続いて搬送車 5

か ら見て進行方向側の搬出用の扉 2 2 2 (図 2 において紙面の表側 に位置す

る扉）が開き、搬送車 5 がエア一ロック室か ら退出する。その後、搬出用の

扉 2 2 2 が閉 じられる

一方、作業者は作業者用通路 6 2 か らこの工程室 2 内に入室すると共に



、通気路 3 5 を介 して当該工程室 2 内あるいは処理装置 2 7 の内部の雰囲

気を調整 して、この処理装置 2 7 を用いて搬送容器C 内の被処理物に対 して

処理を行う。その後、この工程室 2 内において処理が行われた処理物は、

例えば搬送容器C 内に収納されて、搬入された順番と逆の順序で搬送車 5 に

より物流フロア2 へと搬出される。この搬送容器C は、例えば次の処理を行

うための工程室 2 1 に、搬送路 6 に沿って搬送車 5 により搬送される。この

搬送容器C 内の処理物は、続 く工程室 2 においては被処理物として処理が

行われる。

[0053] そ して、この搬送容器C は、搬送車 5 により次の処理が行われる工程室 2

の近傍位置に到達する。この時、当該工程室 2 において先の処理が終わ

つていない場合ゃメンテナンスを行っている場合には、あるいは処理を行つ

た後に養生時間または反応時間を置 く場合などには、制御部 1 0 の指示によ

り、搬送容器C を保管する棚 7 1 に向かって搬送車 5 が移動する。この棚 7

1 の位置は、前記次の処理を行う工程室 2 に対 して搬送車 5 により受け渡

しを行う位置 （受け渡 し口2 2 の上方位置）の近傍に設定される。即ち、こ

の次の処理を行う工程室 2 が空いた時、あるいは養生時間や反応時間が経

過 した時、速やかに棚 7 1 から搬送容器C を搬入できるように、搬送容器C

は当該工程室 2 の近傍の棚 7 に保管される。この 「近傍」とは、搬送容

器C が搬入される工程室 2 の受け渡 し口2 2 にできるだけ近いことが好ま

しいが、他の搬送容器C が保管されている場合には、当該受け渡 し口2 2 の

上方位置から水平方向に例えば 1 0 m以内好ましくは例えば 1 m以内の領域

の棚 7 となる。

[0054] この搬送車 5 は、別の搬送を行うために移動 していき、その後当該工程室

が空いた時に速やかに棚 7 の搬送容器C をこの工程室 2 内に搬入で

きるように、制御部 1 0 の指示により、この工程室 2 1 が空 くタイミングよ

りも少 し前にこの棚 7 にアクセスできる位置に戻ってくる。次いで、この

搬送車 5 は、棚 7 1 から搬送容器C を取り出して、当該搬送容器C が搬入さ

れる工程室 2 の近傍、具体的には図 9 の説明の箇所で述べた分岐路 （図示



せず）で待機する。そして、この搬送車 5 は、工程室 2 1 において先の処理

が終わって別の搬送車 5 により当該工程室 2 から搬送容器C が搬出される

と直ぐに、または工程室 2 1 のメンテナンスが終わると直ぐに、例えば分岐

路から主搬送路 （本線）に戻って当該工程室 2 内に搬送容器C を搬入する

。こうして工程室 2 における無駄な時間 （搬送容器C が搬入されてくるの

を待っている時間）の発生が抑えられて、速やかに順次処理が行われていく

。また、養生時間や反応時間が経過する場合にも、当該時間が経過するタイ

ミングよりも少 し前に搬送車 5 が棚 7 にアクセスできる位置に戻ってきて

、同様に前記時間が経過すると搬送容器C が速やかに回収されて工程室 2

内に搬入される。 なお、工程室 2 内における処理装置 2 7 や作業者に干

渉 しない位置に棚 7 などの保管領域を設けてもよい。

[0055] そ して、次の処理を行う工程室 2 が例えばこの物流フロア2 の上層側の

階層構造体 3 (図 9 参照）に配置されている場合には、搬送車 5 が受け渡 し

部材 1 5 を介 してスタツ力一クレーン 1 2 に受け渡す。スタツ力一クレーン

1 2 は、上層側の階層構造体 3 における物流フロア2 の受け渡 し部材 1 5 に

臨む位置に搬送容器C を上昇させる。次いで、スタツ力一クレーン 1 2 は、

この受け渡 し部材 1 5 を介 して搬送車 5 に搬送容器C を受け渡す。こうして

下層側の物流フロア2 (搬送車 5 ) から上層側の物流フロア2 に対 して搬送

容器C が搬送され、続 く処理が順次行われていくことになる。また、上層側

の物流フロア2 から下層側の物流フロア2 に搬送容器C が搬送される場合も

、同様に搬送車 5 及びスタツ力一クレーン 1 2 により搬送容器C が受け渡さ

れることになる。なお、スタツ力一クレーン 1 2 は、荷物用エレべ一タ一、

バーチカル リフタ一、またはバーチカルコンベア等の昇降装置であってもよ

い。

[0056] また、図 1 0 に示 した打錠処理を行う工程室 2 1 (打錠室 2 5 ) の投入区

域 2 5 a に搬送容器C を搬送する場合には、投入区域 2 5 a の受け渡 し口2

2 を介 して、搬送車 5 が搬送容器C を投入区域 2 5 a と同 じ高さ位置まで下

降させて、受け渡 し部 2 8 に載置する。この搬送容器C は、受け渡 し部 2 8



により受け渡 し位置から処理装置 2 7 の上方位置に搬送されていく。また例

えば別の搬送車 5 は、受け渡 し口2 2 から処理物を収納する空の搬送容器C

を打錠室 2 5 側に上昇させる。この搬送容器C は、搬送口2 2 c を介 して処

理区域 2 5 b 内に搬入される。そして、作業者がこの打錠室 2 5 内に設けら

れた図示 しない階段を上って、投入区域 2 5 a の搬送容器C の下面に設けら

れた図示 しない投入口に投入路 2 7 a の開口端を接続 し、この搬送容器C か

ら被処理物を処理装置 2 7 に投入する。この被処理物は、処理装置 2 7 にお

いて打錠処理が行われて、搬送部材 2 7 b により処理区域 2 5 b の搬送容器

C 内に処理物として収納される。

[0057] 打錠処理を所定の時間行うと、搬送車 5 により、処理物が収納された搬送

容器C が打錠室 2 5 (処理区域 2 5 b ) から搬出される。また、例えば別の

搬送車 5 により再度空の搬送容器C が処理区域 2 5 b に搬入されて、打錠処

理が続けられる。そして、例えば投入区域 2 5 a の搬送容器C 内の被処理物

がなくなるか少なくなるまで、搬送車 5 による処理区域 2 5 b への搬送容器

C の搬入出が行われる。その後、投入区域 2 5 a の搬送容器C が空になった

り被処理物が少なくなつたりした場合には、搬送車 5 により当該搬送容器C

が搬出されることになる。

以上の工程室 2 における例えば処理装置 2 7 や作業者の動作は、例えば

見学者用通路 6 3 を通行する見学者により見学 （点検）される。そして、例

えば複数の階層の工程室 2 において被処理物に対 して複数の処理を順次行

うことにより、最終製品である医薬品が製造される。この最終製品は、工場

から出荷されるまで、既述の棚 7 において保管される。

[0058] 次に、図 3 及び図 9 に示すレイアウ トを採用 した場合において、工程室 2

1 内の処理装置 2 7 を取り替える （入れ替える）場合について説明する。ェ

事により工程室 2 内に発生する粉塵などが当該工程室 2 から物流フロア

2 や作業者用通路 6 2 あるいは他の工程室 2 に出て行かないように、受け

渡 し口2 2 あるいは搬入出口2 4 を例えば板状の覆い部材密閉すると共に、

ドア2 9 を閉 じる。次いで工事を行って機械室 6 と工程室 2 との間の壁



面を取 り壊す。 また、受け渡 し口 2 2 の周囲の区画壁 2 2 a についても、処

理装置 2 7 の搬送に干渉する場合には取 り壊す。 この工事 により粉塵などが

発生するが、工程室 2 を閉 じているので、粉塵はこの工程室 2 か ら物流

フロア 2 や作業者用通路 6 2 あるいは当該工程室 2 に隣接する工程室 2

には出て行かない。

[0059] そ して、工程室 2 か ら処理装置 2 7 を機械室 6 を介 して工場の外部 に

搬出 し、例えば新 しい処理装置 2 7 を当該工程室 2 1 内に搬入する。 この時

、機械室 6 が 2 階以上の高さの階層に配置されている場合には、処理装置

2 7 は例えば工場の外部か らクレーンなどを用いて搬送される。その後、 こ

の工程室 2 内の清掃及び工程室 2 と機械室 6 との間の壁面が形成 され

て （修復 されて）、必要に応 じて区画壁 2 2 a を再度形成すると共に覆い部

材 6 5 を取 り外 して既述のように処理が再開される。

[0060] また、図 2 に示す未使用エ リア 3 1 に対 して新たに工程室 2 1 を設置する

場合には、 この未使用エ リア 3 1 と受け渡 し口 2 2 を共用する （隣接する）

工程室 2 1 において、同様 に受け渡 し口 2 2 を覆い部材 6 5 により塞 ぎ、 ま

た必要に応 じて区画壁 2 2 a を取 り壊 し、未使用エ リア 3 とこの工程室 2

1 との間の壁面を工事 により取 り壊 して搬入出口 2 4 を形成する。 この搬入

出口 2 4 の位置は、例えば当該未使用エ リア 3 に設置される処理装置 2 7

の種類 に応 じて設定される。そ して、例えばこの未使用エ リア 3 1 に対 して

、内装工事及び機械室 6 との間の壁面を取 り壊 して新たに処理装置 2 7 を

搬入する工事 を行 うことにより、 この未使用エ リア 3 に対 して新たな工程

室 2 が設けられることになる。

[0061 ] この場合においても、工事 を行 っている時には、粉塵などは未使用エ リア

3 及び この未使用エ リア 3 と受け渡 し口 2 2 を共用する工程室 2 か ら

、物流 フロア 2 や作業者用通路 6 2 あるいは他の工程室 2 には出て行かな

し、。そ して、同様 に清掃や機械室 6 との間の壁面の修復 を行い、次いで区

画壁 2 2 a を形成 した後、 この未使用エ リア 3 は工程室 2 と して使用さ

れることになる。



[0062] 上述の実施の形態によれば、複数の工程室 2 が平面的に配置された処理

フロア 1 の階上に、搬送容器C の搬送を行う搬送領域が形成された物流フロ

ァ2 を設けると共に、処理フロア 1 と物流フロア2 との間の床面 1 1 に受け

渡 し口2 2 を形成 し、物流フロア2 を走行する搬送車 5 により受け渡 し口2

2 を介 して工程室 2 と物流フロア2 との間において搬送容器C の受け渡 し

を行っている。そして、物流フロア2 に搬送容器C を保管するための棚 7 1

を設けている。

[0063] このように、本発明では、従来から用いられていた工程室 2 1への側方側

からの搬送容器C の搬送という考え方に対 して、階上の物流フロア2 と階下

の処理フロア 1 とにおいて搬送容器C を受け渡すといった新規な考え方を採

つている。そのため、処理フロア 1 には搬送容器C の搬送を行う搬送路を設

けなくて済むので、いわば物の動線である物流フロア2 と人の動線である作

業者用通路 6 2 とを上下に区画 して別個に配置できるので、棚 7 を設けな

がら、処理フロア 1 の各領域 （工程室 2 1、機械室 6 1、作業者用通路 6 2

及び見学者用通路 6 3 ) の配置 レイァゥ 卜の自由度を大きく取ることができ

る。

[0064] また、棚 7 についても、物流フロア2 において搬送路 6 に沿って自由に

配置できるので、例えばスタツ力一ク レーンの搬送路に沿って棚 7 を配置

する場合に比べて、当該棚 7 の配置 レイァゥ 卜の自由度を大きく取ること

ができる。更に、物流フロア2 に設けられた搬送容器C を保管する棚 7 1 の

位置として、当該搬送容器C が次に搬入される工程室 2 における受け渡 し

口2 2 の近傍位置に設定すると共に、工程室 2 1 が空 く時には、この搬送容

器C を保持 した状態で当該工程室 2 の近傍にて搬送車 5 を待機させている

。そのため、この工程室 2 1 が空いた時、搬送容器C を速やかに搬入できる

ので、即ち搬送車 5 による搬送時間が処理の流れ （原料から製品に加工され

るまでの間）における律速となることを抑えることができるので、工程室 2

における無駄な時間が短縮され、製品を速やかに得ることができる。

[0065] 従って、例えば工程室 2 と機械室 6 とを隣接させることができる。通



常、機械室 6 1 が工場の外壁に面 していることから、工場を建設 した後にェ

程室 2 内の処理装置 2 7 を入れ替える場合には、機械室 6 を介 して工場

の外部と工程室 2 との間で処理装置 2 7 等の機器を運搬することになる。

そのため、工程室 2 と機械室 6 とが隣接 していると、例えば作業者用通

路 6 2 を塞 ぐ工事などを行うことなく、また他の工程室 2 に影響を及ぼす

ことなく、工事を行う工程室 2 における処理を停止するだけで処理装置 2

7 を導入できる。この結果、処理装置 2 7 を容易に且つ速やかに交換でき、

そのため新規設備の導入に柔軟に対応できる。また、例えば別途作業者用通

路 6 2 を引き回すなど、工事を想定 したレイァゥ 卜を採る必要がないので、

工場の設計を行いやすい利点もあるし、また工場の設置面積を抑えることが

できる。

[0066] 更に、未使用エリア3 に対 して工程室 2 を増設する場合においても、

この未使用エリア3 と受け渡 し口2 2 を共用する工程室 2 の処理を停止

するだけで工事を行うことができるので、例えば医薬品の増産などにも容易

に対応することができる。また、未使用エリア3 に対 して工程室 2 を増

設する場合には、当該未使用エリア3 1 (工程室 2 1 ) に設置される処理装

置 2 7 の種類に合わせて搬入出口2 4 の形成場所を設定できるので、未使用

エリア3 1 を様々な工程室 2 に対応させることができる。

従って、工場を建設 した後に例えば医薬品の新 しい製造方法や処理装置 2

7 などの新技術が開発された場合でも、これらの新技術を工場に容易に導入

できるので、また増産などにも容易に対応できるので、自由度の高い工場を

得ることができる。

[0067] また、搬送車 5 に水平移動と搬送容器C の昇降動作とを行わせていること

から、各々の工程室 2 1毎に搬送容器C の受け渡 し位置の高さレベルがまち

まちであっても、各々の工程室 2 には昇降装置が不要になり、そのためェ

場を安価に建設できる。即ち、例えばコーティングを行う工程室 2 では、

処理装置 2 7 が大型のため、搬送容器C の載置される高さ位置が処理フロア

1 の床面 1 1 から例えば 2 . 5 m程度高い位置となったりする場合もある。



しか し、その場合であっても当該工程室 2 には昇降装置を設けることなく

、この工程室 2 に搬送容器C が載置される高さ位置に対 して搬送車 5 によ

り搬送容器C を直接受け渡 しできる。

[0068] 更に、搬送車 5 により階上から階下へ搬送容器C を受け渡 していることか

ら、隣接する工程室 2 1、 2 1 間において受け渡 し口2 2 を共用できるので

、受け渡 し口2 2 の設置数を抑えることができる。更にまた、物流フロア2

と作業者用通路 6 2 とを別個に設けていることから、搬送車 5 と作業者との

衝突を防ぐことができるし、作業者による搬送容器C や被処理物あるいは処

理物への干渉を防止できる。また、見学者用通路 6 3 を工程室 2 1 の側方位

置に設けることができるので、例えば工程室 2 の上方に設ける場合よりも

例えば処理装置 2 7 の動作などを確実に見学 （点検）することができる。

[0069] 更に、水平な物流フロア2 において搬送車 5 により搬送容器C を搬送 して

いることから、例えば複数階層の工程室 2 に沿って高さ方向にスタッカー

クレーンの搬送室を設ける場合に比べて、当該物流フロア2 内を例えば作業

者が容易に清掃することができる。また、物流フロア2 には複数の搬送車 5

を設けているので、例えば 1台が故障 した場合やメンテナンスを行う場合で

も、当該搬送車 5 の受け持つ搬送を他の搬送車 5 が肩代わりすることができ

る。

[0070] また、受け渡 し口2 2 の周囲において、物流フロア2 の雰囲気と処理フロ

ァ 1 の雰囲気とを区画する区画壁 2 2 a を設けることによって、例えば各ェ

程室 2 と物流フロア2 との間におけるコンタミの流入出を抑えることがで

きるので、複数の工程室 2 間における物流フロア2 を介 したクロスコンタ

ミを抑えることができる。この時、例えば工程室 2 1 から物流フロア2 への

コンタミの流出のおそれがない場合あるいは少ない場合には、区画壁 2 2 a

を設けなくても良い。

また、図 3 において、 2 つの隣接する工程室 2 1 a 、 2 1 b 間で受け渡 し

口2 2 を共有する例について説明 したが、隣接する3 つの工程室 2 の中央

の工程室 2 1 a に受け渡 し口2 2 を形成 し、この受け渡 し口2 2 を当該工程



室 2 a に隣接する 2 つの工程室 2 1 b 、 2 1 c で共有 しても良い。 この時

、例えば受け渡 し口 2 2 と工程室 2 1 c ( 2 1 b ) の搬入出口 2 4 とが離れ

ている場合には、受け渡 し口 2 2 と当該搬入出口 2 4 との間にコンペァを設

けても良い。

[0071 ] 更 に、工程室 2 の一例 と して既述の図 1 0 の例では、打錠室 2 5 に対 し

て搬送容器 C の受け渡 しを行 うにあたって、投入区域 2 5 a に対 して搬送容

器 C の受け渡 しを行 う受け渡 し口 2 2 と、処理区域 2 5 b に対 して搬送容器

C の受け渡 しを行 う受け渡 し口 2 2 とを平面的に同 じ位置に設けている。 し

か し工程室 2 1 の レイアウ トの他の例 と して、 これ らの受け渡 し口 2 2 、 2

2 を夫々平面的に別の位置に設けても良い。

[0072] また、処理 フロア 1 と物流 フロア 2 とを設けることによって工場の各領域

の配置 レイアウ トの自由度が大 きいことは既 に述べたが、既述の例 とは異な

る レイアウ トの工場について、図 1 2 を参照 して説明する。 この工場には、

既述の機械室 6 に代えて、工程室 2 の並びに沿 うように作業者用通路 9

5 が設けられてお り、 この作業者用通路 9 5 と各工程室 2 1 との間の側面に

は、作業者のための ドア 2 9 が各々設けられている。 この作業者用通路 9 5

は、工程室 2 に出入 りする作業者の例えば衣服 を介 したコンタミを防止す

るために、各々の工程室 2 に入室する作業者の通路 と退室する作業者の通

路 とを別々にするために設けたものである。従 って、作業者用通路 6 2 、 9

5 の うち一方は各々の工程室 2 に入室する作業者のための通路であ り、作

業者用通路 6 2 、 9 5 の うち他方はこれ ら工程室 2 か ら退室する作業者の

ための通路である。

[0073] このように 2 つの作業者用通路 6 2 、 9 5 を工程室 2 1 に各々隣接するよ

うに配置 した場合であっても、工程室 2 には物流 フロア 2 か ら搬送容器 C

を搬入できるので、各々の工程室 2 1 には、搬送容器 C を昇降させるための

リフタなどの昇降装置が不要である。従 って、処理 フロア 1 と物流 フロア 2

とを上下に区画 しているので、建設費のコス 卜アップを抑えなが ら処理 フロ

ァ 1 及び棚 7 の レイァゥ 卜を自由に設定できる。



なお、既述の機械室 6 に代えて工程室 2 に隣接するように、搬送容器

C の内部または外部を洗浄するための洗浄室を設けてもよい。

[0074] 図 1 3 は、工場のレイアウ トの一例であり、物流フロア2 において工程室

の上方に機械室 6 が位置 している。 2 0 は空気の吸い込み口を有す

る吸い込みュニッ卜であり、工程室 2 の底部付近の壁に設けられている。

2 0 2 は空調機であり、機械室 6 1 に設けられている。 2 0 3 は空気の吹き

出し口を有する吹き出し口ュニッ卜であり、工程室 2 の天井部に設けられ

ている。 2 0 4 は例えばダク トなどの通気路部材である。このようなレイァ

ゥ 卜にすれば、物流フロア2 および機械室 6 が工程室 2 の階下に有る場

合に比べ、空調機 2 0 2 が工程室 2 1 のいわば天井裏に設けられ、ここから

天井面に通気路を配置すればよいので、工程室 2 の天井部に吹き出しロュ

ニット2 0 3 を設けるためのダク トを這わせなくて （引き回さなくて）済み

、 レイアウ トがコンパク トになる。また工程室 2 1 のある階には天井の高さ

が異なる部屋があり、例えば天井の比較的低い作業者用通路の上などに物流

フロアを配置することにより、物流フロアが工程室 2 の下方に有る場合に

比べ天井裏の空間を有効利用できるため、建家全体の高さを低 くできる利点

がある。

[0075] 更に受け渡 し口2 2 を介 して物流フロア2 と処理フロア 1 との間で搬送容

器C を搬送する搬送機構としては、自動搬送車に限らず、図 1 4 に示すよう

に物流フロア2 の天井部に形成されたガイ ドレール 3 0 0 に沿って移動する

移動体 3 0 と、この移動体 3 0 に設けられた搬送容器C の受け渡 し機構

3 0 2 と、を備えたものであってもよい。この場合、受け渡 し機構は、搬送

容器C を支持するフォークを進退させる進退機構と、この進退機構を昇降さ

せる昇降機構と、を備えた構成となる。

[0076] また、既述の各例では、工程室 2 1 を前後方向に一列に配置 したが、搬送

車 5 により下方側から搬送容器C の受け渡 しを行っていることから、ある一

つの工程室 2 から側方側を見た時に、周囲の全ての4 つの面に別の工程室

が配置されているレイァゥ 卜も採ることができる。具体的には、処理フ



ロア 1 において工程室 2 が配置される領域を縦横夫々3 つの領域に壁面を

用いて区画 して、当該領域を夫々工程室 2 1 として用いても良い。この場合

には、例えば各々工程室 2 1 には、天井部に受け渡 し口2 2 が各々形成され

る。即ち、工程室 2 が配置された処理フロア 1 の階上に物流フロア2 を設

けることによって、当該処理フロア 1 には搬送容器C の搬送用の搬送軌道を

設ける必要がないので、例えば既述のスタッカークレーン 1 0 0 だけに頼つ

て搬送容器C の搬送を行う場合と比べて、処理フロア 1 のレイァゥ 卜の自由

度を極めて高くすることができる。

[0077] ここで、受け渡 し口2 2 を共有する工程室 2 1 a 、 2 1 b をこの処理フロ

ァ 1 内に配置 したが、いずれの工程室 2 についても受け渡 し口2 2 を形成

しても良い。その場合には、未使用エリア3 1 については隣接する工程室 2

と受け渡 し口2 2 と共用 しても良いし、あるいはこの未使用エリア3 に

予め受け渡 し口2 2 を形成 しても良い。また、隣接する工程室 2 1 a 、 2 1

b において受け渡 し口2 2 を共用する場合には、工程室 2 1 a における受け

渡 し口2 2 をこれらの工程室 2 1 a 、 2 1 b の間の壁面に沿って長 く形成 し

ても良い。このように受け渡 し口2 2 を形成することにより、搬入出口2 4

を形成する位置について、高さ位置だけでなく横方向についても自由度が高

くなる。

[0078] また、既述の例では固形製剤を製造する医薬品工場を例に本発明について

説明 したが、例えばこのような固形製剤以外にも、被処理物に対 して処理を

行う工程室 2 が複数設けられた処理設備例えば食品、化学品を製造するェ

場などに本発明を適用 しても良い。

符号の説明
[0079] C 搬送容器

処理フロア

物流フロア

5 搬送車

5 a 走行車本体



ァウタ一フ レ一厶

ミ ドル フ レーム

インナ一フ レーム

フォーク

搬送路

制御部

物流 フロアの床面 （処理 フロアの天井面 )

受 け渡 し口のシャッター

工程室

受け渡 し口

a 処理 フロアにおける区画壁

b 処理 フロアにおける扉

c 処理 フロアにおける開口部

物流 フロアにおける区画壁

物流 フロアにおける扉

3 物流 フロアにおける開口部

打錠室

処理装置

受け渡 し部

機械室

9 5 作業者用通路



請求の範囲

[ 請求項 1] 被処理物 に対 して処理 を行 って処理物 を得 る工程室が複数設 け られ

、被処理物 または処理物 を含む被搬送物 を工程室 に搬送する処理設備

において、

複数の工程室が平面的に配置 された第 1 の階 と、

この第 1 の階の階上 に設 け られ、前記被搬送物 を搬送するための第

2 の階 と、

複数の工程室の うち少な くとも一つの工程室の天井部 に形成 され、

前記第 1 の階 と前記第 2 の階 との間において前記被搬送物の受け渡 し

を行 うための受け渡 し口と、

これ ら受け渡 し口を介 して前記工程室 に対 して被搬送物の受け渡 し

をするために前記第 2 の階に設 け られ、水平 に移動する移動体 と、 こ

の移動体 に設 け られ、被搬送物 を保持 して昇降する受け渡 し機構 と、

を有する搬送機構 と、 を備 えた ことを特徴 とする処理設備。

[ 請求項 2 ] 前記移動体は、走行車本体であ り、前記搬送機構 は搬送車であるこ

とを特徴 とする請求項 1 記載の処理設備。

[ 請求項 3 ] 前記被搬送物 は、被処理物 または処理物 を搬送容器 に収納 したもの

であることを特徴 とする請求項 1 記載の処理設備。

[ 請求項 4 ] 前記搬送機構の動作 を制御する制御部 と、

前記第 2 の階に、被搬送物 を保管するために設 け られ、前記搬送機

構 によ り被搬送物の受け渡 しが行われる保管領域 と、 を備 え、

前記保管領域 は、前記制御部 によ り位置が管理 されていることを特

徴 とする請求項 1 に記載の処理設備。

[ 請求項 5 ] 前記保管領域 は、前記第 2 の階において、前記搬送機構が走行する

走行路 に沿 って配置 されていることを特徴 とする 1 に記載の処理設備

[ 請求項 6 ] 前記保管領域 は、前記第 2 の階において前記受け渡 し口の投影領域

に近接 して設 け られていることを特徴 とする請求項 1 に記載の処理設



備。

[ 請求項 7 ] 前記第 1 の階及び前記第 2 の階か らなる階層構造体は、複数積層 さ

れていることを特徴 とする 1 に記載の処理設備。

[ 請求項 8 ] 前記工程室内に出入 りする作業者用通路が前記工程室の側壁 を介 し

て当該工程室 に隣接 して設 け られていることを特徴 とする 1 に記載の

処理設備。

[ 請求項 9 ] 前記工程室内の処理装置 に関連する機械設備が配置 された機械室 を

備 え、

この機械室は、前記工程室 における前記作業者用通路 とは反対側の

側壁 を介 して当該工程室 に隣接 して設 け られていることを特徴 とする

1 に記載の処理設備。

[ 請求項 10 ] 前記工程室 における前記作業者用通路 とは反対側の側壁 を介 して当

該工程室 に隣接 して別の作業者用通路が設 け られていることを特徴 と

する請求項 1 に記載の処理設備。
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